
 
(注) 当社東京支店は、法定の縦覧場所ではありませんが、投資者の便宜を考慮して縦覧に供する場所としておりま

す。 
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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移は記載をして

おりません。 

４ 当社は子会社および関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。

５ 平成14年３月期の１株当たり配当額30円には、創立85周年記念配当５円を含んでおります。 

６ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

７ 平成14年11月20日付で、１株につき1.1株の割合で株式分割を行ったことにより、平成15年３月期より発行

済株式総数が1,014,000株増加しております。 

なお、１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものと仮定して計算しております。 

８ 平成15年12月11日付で公募による新株発行を行ったことにより、平成16年３月期より資本金が720,000千

円、発行済株式総数が1,000,000株それぞれ増加しております。 

９ 平成16年３月期の１株当たり配当額29円には、大阪証券取引所市場第一部上場記念配当２円を含んでおりま

す。 

10 平成17年３月期の１株当たり配当額30円には、記念配当２円を含んでおります。 
  

第一部 【企業情報】

回次 第116期 第117期 第118期 第119期 第120期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 6,999,040 6,832,464 6,914,461 7,068,644 7,298,055

経常利益 (千円) 1,570,337 1,549,967 1,495,809 1,526,562 1,594,921

当期純利益 (千円) 831,800 852,846 872,594 910,388 978,250

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 507,000 507,000 1,227,000 1,227,000 1,227,000

発行済株式総数 (千株) 10,140 11,154 12,154 12,154 12,154

純資産額 (千円) 11,949,648 12,066,225 14,235,745 14,681,536 15,549,708

総資産額 (千円) 15,153,302 15,133,936 17,497,631 18,096,673 19,645,596

１株当たり純資産額 (円) 1,178.66 1,092.51 1,185.61 1,234.20 1,324.43

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

30.00 
(12.00)

27.00
(13.00)

29.00
(13.50)

30.00 
(14.00)

32.00
(15.00)

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 82.04 72.23 72.38 71.86 78.54

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 78.9 79.7 81.3 81.1 79.2

自己資本利益率 (％) 7.0 7.1 6.6 6.3 6.5

株価収益率 (倍) 12.2 17.9 22.1 21.9 25.2

配当性向 (％) 36.6 33.3 40.1 41.7 40.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,041,105 1,449,498 1,446,990 1,405,543 1,483,902

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,785,707 △479,244 △1,954,886 △256,391 △318,347

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △354,790 △506,404 1,067,822 △521,101 △629,146

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 3,368,337 3,832,186 4,392,113 5,020,164 5,556,573

従業員数 (名) 154 146 134 134 135



２ 【沿革】 

当社は、大正６年２月医薬品の製造販売を目的として設立され、活性乳酸菌・糖化菌製剤“ビオフェル

ミン”の製造を始めました。また、その販売は株式会社武田長兵衛商店(現在の武田薬品工業株式会社)に

委託しております。 

爾来今日まで商号の変更はありましたが、主として乳酸菌製剤の製造販売を営み現在に至っておりま

す。この間の経過の概要は次のとおりであります。 

  

 
  

大正６年２月 神戸市中央区北長狭通５丁目に於て、資本金10万円にて株式会社神戸衛生実験所

として設立する。

大正８年５月 神戸市長田区二番町２丁目１番地に移転する。

昭和16年２月 東京に東京出張所を開設する。

昭和24年３月 株式会社神戸衛生実験所をビオフェルミン製薬株式会社と現商号に変更する。

昭和36年10月 株式を大阪証券取引所市場第２部に上場する。

(上場時 資本金 １億5,000万円)

昭和59年８月 東京出張所を東京営業所に名称変更する。

平成７年１月 阪神・淡路大震災により本社及び工場の倒壊等の大被害を受ける。

平成８年３月 本社を神戸市長田区二番町２丁目１番地より同三番町五丁目５番地に新築移転す

る。

平成８年３月 工場を神戸市長田区二番町２丁目１番地より神戸市西区井吹台東町七丁目３番４

に神戸工場として新築移転する。

平成11年４月 東京営業所を東京支店に呼称変更する。

平成15年９月 大阪証券取引所市場第２部より、大阪証券取引所市場第１部へ上場する。



３ 【事業の内容】 
当社は現在、医薬品・医薬部外品・食品の製造並びに販売を行っております。 

当社製品は武田薬品工業株式会社を通じ、国内・海外に販売しております。 

主な製品の流通経路は、次の図のとおりであります。 
 

  

   なお、当社のその他の関係会社である㈱T・ZONEキャピタルおよび当社のその他の関係会社の親会社である㈱

T・ZONEホールディングスとの取引は行っておりません。 

  

４ 【関係会社の状況】 
  

 
(注) １ 有価証券報告書を提出しております。 

２ 議決権の所有割合又は被所有割合の( )内は、間接所有割合で内数となっております。 

  

５ 【従業員の状況】 
(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社にはビオフェルミン製薬労働組合(組合員数 平成18年３月末現在99名)が組織されており、同組

合は現在全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟(ＵＩゼンセン同盟)に加盟しております。 

なお、労使間の問題は、労使協議会により健全かつ円満に解決されております。 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有割合 
又は被所有割合(％)

関係内容

(その他の関係会社の親会社) 
㈱T・ZONEホールディングス 
(注)１・２

東京都中央区 6,109 持株会社
被所有

29.2
(29.2)

―

(その他の関係会社) 
㈱T・ZONEキャピタル

東京都中央区 100
金融・
投資関連事業

被所有
29.2

―

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

135 39.8 17.4 5,743



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 

当期のわが国経済は、日銀の量的金融緩和政策の終結や企業の求人倍率の好転などが示すように、平

成16年半ばより続いていた「踊り場」を脱却し、景気回復への動きを強めるうちに経過いたしました。

医薬品業界は、昨年4月の改正薬事法の施行により、製造販売承認制度など新制度がスタートし、市

販後安全対策の強化が図られるかたわら、製造の全面委託が可能となり、製造部門の分社化等の動きが

活発化してきました。 

また、相次ぐ医療費抑制策の強化や一般用医薬品市場の縮小傾向が続くなか、外資系企業の攻勢に対

抗して国内企業の本格的な再編が進むなど厳しい環境に晒されました。 

当社におきましては、主力製品である新ビオフェルミンＳが、健康食品やサプリメントなど他分野か

らの影響を受けるなど厳しい環境に置かれました。これに対処するため、製品全般の優秀性をさらに啓

蒙する地道なプロモーション活動を実施いたしました結果、新ビオフェルミンＳが前期に比べ1.8％の

増加となったほか、本年２月に一般用医薬品として新発売した、おなかのハリに対する効果を高めたビ

タミンＣ配合のビオフェルミンＶＣやビオフェルミン止瀉薬（ししゃやく）、ビオフェルミン下痢止

め、ビオフェルミン健胃消化薬錠などの大衆向製品が売上高全体の63.4％、売上高が90％近く伸びたビ

オフェルミン錠剤をはじめ、ビオフェルミン、ビオフェルミンＲなどの医療用医薬品が34.8％でその両

方を合わせますと売上高の98.2％を占めております。このほか、健康食品製造用の乳酸菌製品や動物用

ビオフェルミンなどの製品があり、これらを加えた売上高の合計は、前期に比べ3.2％増の72億９千８

百万円を計上することができました。 

一方、利益につきましては、新製品発売にともなう販売促進関係費用の増加などがありましたが、売

上高の増加に加え一段の経費節減に努めました結果、経常利益は前期に比べ4.5％増の15億９千４百万

円、また当期純利益は、一昨年３月の新工場建設用地取得により不要となった関東工場用地を昨年７月

に売却したことにより、７千２百万円の特別利益の発生があったため、この純益相当分約４千万円を含

め、９億７千８百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、自己株式の取得による支出や投資

有価証券および有形固定資産の取得による支出があったものの、税引前当期純利益が16億６千７百万円

（前期は15億２千６百万円）と順調であったことにより、５億３千６百万円増加し、当期末は55億５千

６百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における営業活動による資金の増加は、14億８千３百万円（前期は14億５百万円の増加）となり

ました。 

これは、営業収益の向上に取り組み、営業努力の強化に努めましたこと等により、税引前当期純利益

が16億６千７百万円（前期は15億２千６百万円）と順調であったものの、たな卸資産の増加、仕入債務

の減少などがあったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における投資活動による資金の減少は、３億１千８百万円（前期は２億５千６百万円の減少）と

なりました。 

これは、定期預金の払戻による収入が19億２千万円（前期は26億２千万円）であったのに対し、定期

預金の預入による支出が16億円（前期は27億２千万円）であったことおよび投資有価証券の取得による

５億円の支出（前期はなし）と有形固定資産の取得による２億３千万円の支出（前期は２億２百万円の

支出）があったことを反映したものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における財務活動による資金の減少は６億２千９百万円（前期は５億２千１百万円の減少）とな

りました。 

これは、株主総会決議による配当金ならびに中間配当金の支払（３億６千４百万円）と取締役会決議

による自己株式の取得（２億６千４百万円）を行ったことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 生産実績金額の算定基準は当社の販売価格によっております。 

２ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ ビオフェルミン下痢止め及びビオフェルミン錠剤は、株式会社陽進堂に生産を委託しており 

ます。 

４ ビオフェルミンＶＣは、当期から販売を開始した製品であるため、前年同期との比較分析は 

行っておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社は製品ごとの販売計画を基準として、生産計画を立案し、これによって生産を行っており、 

受注生産は行っておりません。 

  

種別

第120期
(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

前年同期比(％)
生産金額(千円)

新ビオフェルミンＳ 4,106,433 △3.4

ビオフェルミン止瀉薬 138,725 △0.6

ビオフェルミン下痢止め 146,389 45.9

ビオフェルミン健胃消化薬錠 77,983 8.1

ビオフェルミンＶＣ 103,694 ―

ビオフェルミンＲ 1,040,161 3.6

ビオフェルミン 1,353,769 14.3

ビオフェルミン錠剤 320,461 201.3

ビオスミン 31,600 15.7

健康食品 116,916 △15.5

動物用ビオフェルミン 18,511 △3.4

その他 27,063 23.7

合計 7,481,710 5.8



(3) 販売実績 

  

 
(注) １ ビオフェルミンＶＣは、当期から販売を開始した製品であるため、前年同期との比較分析は 

行っておりません。 

２ 主な販売先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

  

  

 
３ 上記販売実績の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

種別

第120期
平成17年４月１日～平成18年３月31日

前年同期比(％)
販売金額(千円)

新ビオフェルミンＳ 4,187,544 1.8

ビオフェルミン止瀉薬 137,921 △12.1

ビオフェルミン下痢止め 128,753 12.2

ビオフェルミン健胃消化薬錠 63,476 △7.0

ビオフェルミンＶＣ 91,591 ―

ビオフェルミンＲ 922,409 △9.1

ビオフェルミン 1,293,832 4.8

ビオフェルミン錠剤 293,651 89.6

ビオスミン 28,921 △16.9

健康食品 116,849 △12.5

動物用ビオフェルミン 16,171 △5.3

その他 16,932 △31.9

合計 7,298,055 3.2

相手先

第119期 第120期

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

武田薬品工業㈱ 6,917,991 97.87 7,165,033 98.18



３ 【対処すべき課題】 

今後の日本経済は、個人消費や企業の設備投資が堅調に推移するものと思われ、原油価格の高騰など

の影響による不安材料があるものの、当面は緩やかな景気回復の基調にあると推測されます。 

医薬品業界におきましては、増加する医療費節減のため、本年４月より新療報酬の大幅な引き下げと

ともに、薬価基準が業界平均6.7％引き下げられるのをはじめ、医療費適正化の総合的推進や新たな高齢

者医療制度などを盛り込んだ医療制度改革法並びに45年ぶりの抜本的な改革となる一般用医薬品の販売

規制改正を盛り込んだ薬事法の改正が見込まれ、その動向は業界に大きな影響をもたらすものと思われ

ます。また海外の巨大医薬品企業との販売競争や新薬の開発競争の激化などから、各企業とも生き残り

をかけての様々な模索が予想され、その結果如何では業界に少なからず波瀾を及ぼすことが予測されま

す。 

当社を取り巻く経営環境は、一般用医薬品の販売制度全般の見直しなど販売面への影響が懸念されま

すが、当社といたしましては、安全性が充分認知された必要不可欠な医薬品であることを引き続き訴求

し、いっそう国内外の販売強化に努めてまいる所存でございます。 

また、今後急速に進行する高齢化社会やますます強化の一途をたどる医療費抑制策を見据えて、当社

の特徴としての乳酸菌を中心としたセルフメディケーション（自己治療）やセルフプリベンション（自

己予防）に対応する製品を、さらには当社乳酸菌の多方面への有用性を解明するなかで、「腸は健康の

源」を基本理念とした製品開発を指向したいと考えております。一方、各製品の優位性を訴求すること

で、これまで培ってまいりましたビオフェルミンブランドの価値を継続的に高め、人々の健康増進に寄

与するという目的に沿った市場構築を進めてまいります。 

当社はお蔭様で来年２月に会社創立90周年を迎えることになりますが、これを機に生命関連企業とし

ての責任を自覚し、従前にも増して法令やルールの遵守、高い倫理観に基づく行動に徹し、経営全般に

わたり時代に即応した改革を推進してまいる所存でございます。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

  

１ 当社の事業内容について 

(1) 製品の特徴について 

当社の主な取扱い製品は、医薬品（医療用・一般用）と医薬部外品であり、その大部分が乳酸菌が

主成分の整腸薬であります。また整腸剤のほかにも一般用医薬品では乳酸菌を配合した下痢止薬、便

秘薬、胃腸薬など消化器官系に特化した製品構成となっております。 

なお、当社製品は（医薬品、医薬部外品ともに）戦略として生菌製剤(乳酸菌)に特化した製品構成

としておりますので、乳酸菌に対する評価の変化により、業績に影響が出る可能性があります。 

また、当社の売上高の63％程度が一般大衆向製品（医薬品・医薬部外品）であるため、市場におけ

る価格競争の激化により販売価格が著しく下落した場合には、売上高に少なからず影響を与える可能

性もあります。 

(2) 武田薬品工業株式会社への販売依存度が高いことについて 

当社は、創業時より販売を武田薬品工業株式会社に委託する契約を締結しており、同社に対する販

売依存度は高くなっております。 

当社としては、今後も武田薬品工業株式会社との取引関係を継続していく方針でありますが、同社

との契約・取引内容等に変化が生じた場合において、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、平成17年３月期及び平成18年３月期の同社への販売依存度は下記のとおりであります。 
  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  
２ 法的規制について 

相手先
平成17年３月期 平成18年３月期

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

武田薬品工業㈱ 6,917,991 97.87 7,165,033 98.18



当社は、薬事法及び関連法規等により医薬品・医薬部外品の製造・販売につき規制を受けており、各

種許認可、免許の取得を必要とします。 

その主な内容は以下のとおりであります。 
  

 
 (注) 卸売一般販売業の店舗とは、医薬品の保管設備(倉庫)及び事務室を総称したものであります。 

  

３ 医療制度改革(特に薬価基準見直し)による影響について 

国民医療費は年々増加しており、特に高齢化が進行するわが国では老人医療費の伸びが大きくなって

きています。 

今後も実施される医療費抑制策の一環としての定期的な薬価引き下げはもとより、将来的な薬価制度

の抜本的改革の可能性もあり、今後の動向が業界全体に大きな影響を与える可能性があります。 

さらに医療用医薬品の生菌製剤については、処方せんの交付を受けた者のみに対して販売または授与

できる処方せん医薬品に指定されていないことから、今後の医療制度改革の動向が当社製品及び業績へ

大きな影響を及ぼす可能性があります。 

  

４ 医薬品販売規制緩和による影響について 

政府が進める規制緩和政策の一つとして消費者の利便性を配慮し、一般用医薬品のうち安全性の高い

品目が選定され、コンビニエンスストア等一般小売店での販売が平成16年７月30日から実施されており

ます。当社の主力製品である新ビオフェルミンＳはこの対象となっておりますが、これまで品質確保や

情報提供の必要性の観点から、従来の薬局薬店のみでの販売を継続しております。一方で同種品を有す

る他メーカーの一部は販路拡大による市場拡大を見込み、一般小売店での販売を展開しており、この動

向や今後の対応が当社製品および業績へ大きな影響を及ぼす可能性があります。 

さらに、医薬品のリスク等の程度に応じた医薬品販売制度を含む薬事法の改正案が、平成18年６月８

日の通常国会で可決されました。この販売制度改正政策の動向が当社製品および業績へ大きな影響を及

ぼす可能性があります。 

  

５ 薬事法による医薬品の再評価について 

生菌製剤は、過去１回再評価(注)の対象品目に指定され、有用性に関する審査を受け、現在に至って

います。今後も再評価を受けることが考えられるため、生菌製剤に関する品質・有効性及び安全性に関

する情報の整理を行うなど対策を検討しております。 

生菌製剤に関する品質・有効性及び安全性に関する基準が変更されることも考えられ、その場合には

当社製品及び業績に影響を及ぼす可能性もあります。 

(注) 再評価 

 既に承認された医薬品について、現時点における学問的水準から品質・有効性及び安全性を見直

す制度で、国(厚生労働省)が審査を行います。 

  

許認可等の名称 所轄官庁等 許可・免許に関する内容 有効期限

第二種医薬品製造販売業許可
（みなし）

都道府県知事 薬事法第12条 各事業所５年ごと更新

医薬部外品製造販売業許可
（みなし）

都道府県知事 薬事法第12条 各事業所５年ごと更新

動物用医薬品製造販売業許可
（みなし）

都道府県知事 薬事法第12条 各事業所５年ごと更新

医薬品製造業許可 都道府県知事 薬事法第13条 各事業所５年ごと更新

医薬部外品製造業許可 都道府県知事 薬事法第13条 各事業所５年ごと更新

動物用医薬品製造業許可 都道府県知事 薬事法第13条 各事業所５年ごと更新

卸売一般販売業 
(サンプル卸)許可

都道府県知事 薬事法第24条 各店舗(注)６年ごと更新



６ 主要株主について 

株式会社T・ZONEホールディングス(ジャスダック上場、コード8073)の子会社である株式会社T・ZONE

キャピタルが、平成18年３月31日現在、当社発行済株式総数の28.0％を保有していることが株主名簿に

より確認されております。 

このため、株式会社T・ZONEキャピタル及び株式会社T・ZONEホールディングスの経営方針等により、

当社の経営、業績・財政状態及び株価等は影響を受ける可能性があります。 

株式会社T・ZONEホールディングスの最近の連結業績等は下表のとおりであります。詳細について

は、同社有価証券報告書等をご覧下さい。 

  

 
  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は創業時より、販売は武田薬品工業株式会社を通じて行う旨の契約を締結して、現在に至っており

ます。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社は研究部門を設置し、乳酸菌の専門メーカーとして医薬品分野を中心に研究活動を行っておりま

す。 

人々の健康のためによりよい医薬品を供給することを目的に、有用乳酸菌のさまざまな疾患に対する予

防・治療効果の研究および製品への応用、乳酸菌製剤等の消化器官用医薬品を主体とした研究開発並びに

乳酸菌の有効性を追及する基礎研究を行うとともに、製品の品質・生産性を向上するための技術開発にも

取り組んでおります。 

当年度におきましても乳酸菌の有する効果について、多方面への研究を進めており、当事業年度におけ

る研究開発費の総額は118,893千円であります。 

  

売上高 
(百万円)

経常利益
(百万円)

当期純利益
(百万円)

期末純資産 
(百万円)

期末総資産
(百万円)

平成16年３月期 12,300 783 1,121 6,113 22,650

平成17年３月期 25,418 2,537 2,827 22,253 56,789

平成18年３月期 35,070 5,158 6,779 30,347 90,516



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当事業年度末における流動資産の残高は、101億3千9百万円（前期比３億４千８百万円増）となりま

した。その主な要因は、営業収益が好調であったこと等により現金及び預金が増加したこと（62億4千

万円から64億５千６百万円へ２億１千６百万円増）によるものであります。 

  

  

(固定資産) 

当事業年度末における固定資産の残高は、95億６百万円（前期比11億９千９百万円増）となりまし

た。その主な要因は、国内株式市場の回復等に伴い投資有価証券が増加したこと（24億２千７百万円か

ら34億円へ９億７千３百万円増）、国債の購入（５億円）があったことによるものであります。 

  

  

(負債) 

当事業年度末における負債合計の残高は、40億９千５百万円（前期比６億８千万円増）となりまし

た。その主な要因は、販売促進関係の経費の増加による未払金が増加したこと（11億９千４百万円から

12億８千７百万円へ９千２百万円増）、未払法人税等が増加したこと（３億１千万円から４億５千３百

万円へ１億４千３百万円増）、国内株式市場の回復に伴うその他有価証券の評価差額に係る繰延税金負

債の増加等により繰延税金負債が増加したこと（12億３千８百万円から16億２千３百万円へ３億８千４

百万円増）によるものであります。 

  

  

(資本) 

当事業年度末における資本の残高は、155億４千９百万円（前期比８億６千８百万円増）となりまし

た。その主な要因は、自己株式の取得による減少（２億６千３百万円）があったものの、別途積立金を

積み増したこと等により利益剰余金が増加したこと（120億３千８百万円から125億９千６百万円へ５億

５千８百万円増）および国内株式市場の回復に伴いその他有価証券評価差額金が増加したこと（10億９

千８百万円から16億７千２百万円へ５億７千３百万円増）によるものであります。 

  

  

(2) 経営成績 

「１ 業績等の概要 (1) 業績 (2) キャッシュ・フローの状況」を参照願います。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

経営全般にわたり効率化をはかり、業績の向上をはかるために必要な設備投資を実施しております。 

当事業年度の設備投資については、主として製造設備の改善ならびに省力化を目的とした投資を行い、

その総額は２億２千１百万円（前期と同額）となりました。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】(平成18年３月31日現在) 

  

 
(注) １ 建物には、構築物10,322千円を含めております。 

２ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 栃木県に所有しておりました関東工場用地は、神戸市西区の新工場建設用地取得により不要となったため、

昨年７月に売却いたしました。 

  

区分
事業所名 
(所在地)

従業員数 
(人)

土地 
帳簿価額 
(千円) 
(面積 ㎡)

建物
帳簿価額 
(千円)

機械装置
帳簿価額 
(千円)

車両運搬具
帳簿価額 
(千円)

工具器具備品 
帳簿価額 
(千円)

合計 
(千円)

生産研究 
設備

神戸工場 
(神戸市西区)

82
1,802,015
(12,998)

1,114,033 892,120 993 45,242 3,854,406

新工場建設用地 
(神戸市西区)

―
1,435,105
(14,237)

― ― ― ― 1,435,105

管理販売 
設備

本社 
(神戸市長田区)

37
2,010
(416)

226,318 ― ― 7,293 235,622

東京支店 
(東京都中央区)

16 ― ― ― ― 66 66

寮・社宅他 
(神戸市長田区他)

―
7,837
(2,015)

41,702 ― ― ― 49,540



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) １ 今後の所要資金につきましては、全額を自己資金にてまかなう予定であります。 

２ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

設備名
予算金額 
(千円)

既支払額
(千円)

今後の
所要資金 
(千円)

着手年月
完成予定
年月

完成後の 
生産能力

試験研究・管理棟 2,500,000 ― 2,500,000 Ｈ18.６ Ｈ19.９
研究開発体制の充実な
らびに工場生産力の増
強・合理化

Ｓ錠用打錠機更新 73,100 ― 73,100 Ｈ17.11 Ｈ19.３ 品質向上

造粒機用集塵機 13,200 ― 13,200 Ｈ18.１ Ｈ18.４ 老朽化による更新

ボイラーおよび集中管理装置
取替

16,800 ― 16,800 Ｈ18.５ Ｈ18.６ 老朽化による更新

ボーレコンテナ（３基） 9,000 ― 9,000 Ｈ18.６ Ｈ18.８ 品質向上

計 2,612,100 ― 2,612,100 ― ― ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 平成14年11月20日付で、平成14年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の

所有株式数を１株につき1.1株の割合をもって分割いたしました。 

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 12,154,000 12,154,000
大阪証券取引所
市場第一部

―

計 12,154,000 12,154,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年11月20日 
(注)１

1,014,000 11,154,000 ― 507,000 ― 14,457

平成15年12月11日 
(注)２

1,000,000 12,154,000 720,000 1,227,000 720,000 734,457

２ 有償一般募集増資  発行価格  1,520円  発行価額  1,440円  資本組入額  720円



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式454,846株は、「個人その他」に4,548単元、「単元未満株式の状況」の欄に46株含めて記載してお

ります。なお、期末日現在の実質的な所有株式数は、454,846株であります。 

２ 上記、「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 平成18年３月31日現在で当社が所有している自己株式は454千株で、実質上４位にあたりますが、上記の表には

含めておりません。 

なお、所有している自己株式の発行済株式総数に対する割合は、3.7％であります。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

０ ６ ６ 38 ７ ０ 2,288 2,345 ―

所有株式数 
(単元)

０ 9,295 79 48,715 3,210 ０ 59,994 121,293 24,700

所有株式数 
の割合(％)

0.00 7.66 0.07 40.16 2.65 0.00 49.46 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社T・ZONEキャピタル 東京都中央区日本橋室町３－２－15 3,408 28.0

武田薬品工業株式会社 大阪市中央区道修町４丁目１番１号 1,216 10.0

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 820 6.8

細 見 英 男 神戸市中央区 275 2.3

クレジット スイス ファースト
ボストン ヨーロッパ ピービー
セク アイエヌティ ノントリーテ
ィ クライエント 
(常任代理人 シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店)

ONE CABOT SQUARE LONDON E144 QJ,UK
 
(東京都品川区東品川２丁目３番14号)

223 1.8

寺 谷 一 憲 兵庫県芦屋市 171 1.4

高 津 久美子 東京都渋谷区 147 1.2

大 西 章 史 兵庫県西宮市 121 1.0

ビオフェルミン製薬従業員持株会 神戸市長田区三番町５丁目５番地 99 0.8

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 94 0.8

計 ― 6,578 54.1



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」の欄の普通株式には当社所有の自己株式46株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)含ま

れております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 454,800

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 11,674,500 116,745 ―

単元未満株式  
普通株式 24,700 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 12,154,000 ― ―

総株主の議決権 ― 116,745 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の 
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
ビオフェルミン製薬 
株式会社

神戸市長田区三番町 
五丁目５番地

454,800 ― 454,800 3.7

計 ― 454,800 ― 454,800 3.7



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
  

   
イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年６月29日現在 

 
(注) １．取締役会で決議した取得期間は、平成17年8月1日から平成18年3月31日までであります。 

２．未行使割合が５割を超える理由 

当社の株価動向を勘案した結果、当決議の授権枠では予定の株式数の取得が困難であると判断し、決議した

期間の途中ではあるものの、平成17年９月20日の新たな取締役会決議を行うと同時に、当決議による取得を

終了したため。 

  

平成18年６月29日現在 

 
(注）１．取締役会で決議した取得期間は、平成17年9月21日から平成17年12月30日までであります。 

２．当決議は平成17年7月26日の自己株式取得の決議の内容を見直し、授権枠および取得期間を改めて決議した

ものであります。 

  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

  

ホ 【自己株式の保有状況】 

平成18年６月29日現在 

 
  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

【株式の種類】 普通株式

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会での決議状況 
(平成17年7月26日決議)

85,600 141,240,000

前決議期間における取得自己株式 200 326,000

残存授権株式の総数及び価額の総額 85,400 140,914,000

未行使割合(％) 99.77 99.77

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会での決議状況 
(平成17年9月20日決議)

150,000 270,000,000

前決議期間における取得自己株式 129,700 228,435,000

残存授権株式の総数及び価額の総額 20,300 41,565,000

未行使割合(％) 13.53 15.39

区分 株式数(株)

保有自己株式数 129,900



(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社といたしましては、安定的に配当することを基本姿勢とし、あわせて通期において配当性向 40％

程度をめどとしております。 

当期の利益配当につきましては、期末配当が１株当たり17円、中間配当が１株当たり15円で、あわせて

32円、配当性向は40.7％となっております。 

当期の内部留保資金につきましては、企業体質を強化し将来の収益向上と利益還元に寄与する原資とし

て活用していく予定であります。 

(注) 中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月15日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 当社は平成15年９月１日に大阪証券取引所市場第一部に上場しておりますので、最高・最低株価は、平成15

年８月31日までは大阪証券取引所市場第二部におけるもの、平成15年９月１日以降については大阪証券取引

所市場第一部におけるものであります。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第116期 第117期 第118期 第119期 第120期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 1,020
1,395
※1,350

1,700 1,650 2,070

最低(円) 881
995

※1,115
1,250 1,300 1,540

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,800 1,980 2,070 2,045 2,020 2,000

最低(円) 1,750 1,770 1,949 1,950 1,950 1,900



５ 【役員の状況】 
  

 
(注) 監査役 松本輝臣および望月明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役社長 

代表取締役
大 西 章 史 昭和６年５月５日

昭和29年３月 当社入社

121

昭和56年６月 総務部長

昭和58年８月 取締役就任

昭和59年８月 常務取締役就任

昭和60年８月 代表取締役就任(現)

昭和61年８月 専務取締役就任

昭和62年８月 取締役社長就任(現)

常務取締役 東京駐在 淺 海 達 弘 昭和17年１月13日

昭和39年４月 当社入社

40

平成５年８月 販売管理部長

平成７年８月 取締役就任

平成７年８月 営業部長

平成11年６月 常務取締役就任(現)

平成11年６月 営業本部長

平成13年６月 東京駐在(現)

常務取締役
神戸工場長 

研究部管掌
内 田 愼 輔 昭和17年９月30日

昭和40年３月 当社入社

23

平成５年８月 研究部長

平成９年６月 取締役就任

平成11年６月 神戸工場長代行

平成13年６月 常務取締役就任(現)

平成13年６月 神戸工場長(現)

平成13年６月 研究部・学術部管掌

平成16年６月 研究部管掌(現)

取締役 総務部長 北 原 弘 雄 昭和16年10月11日

昭和35年３月 当社入社

33
昭和58年６月 総務部次長

昭和60年７月 総務部長(現)

昭和62年８月 取締役就任(現)

取締役 製造部長 寺 谷 一 憲 昭和22年７月26日

昭和45年４月 武田薬品工業株式会社入社

171

平成５年４月 同社退社

平成５年４月 当社入社

平成５年６月 社長室長

平成７年８月 取締役就任(現)

平成７年８月 製造部長(現)

取締役 学術開発部長 藤 本 孝 明 昭和28年２月27日

昭和50年４月 当社入社

2

平成11年４月 学術部次長

平成13年４月 学術部長

平成16年６月 取締役就任(現)

平成17年４月 学術開発部長(現)

監査役 

常勤
狭 間 泰 俊 昭和15年４月17日

昭和39年４月 当社入社

11

平成５年８月 東京営業所長

平成13年６月 営業本部長事務取扱

平成15年４月 営業本部長

平成16年６月 常勤監査役就任(現)

監査役 細 見 英 男 昭和８年７月１日

昭和52年２月 細見耳鼻咽喉科医院院長

275昭和60年８月 当社監査役就任(現)

平成元年12月 医療法人社団細見耳鼻咽喉科医院理事長(現)

監査役 松 本 輝 臣 昭和12年３月３日

平成元年６月 株式会社大広取締役に就任

2

平成６年６月 同社常務取締役に就任

平成12年３月 同社代表取締役専務に就任

平成14年６月 同社代表取締役副社長に就任

平成15年６月 同社代表取締役副社長を退任

平成16年６月 当社監査役就任(現)

監査役 望 月   明 昭和15年12月９日

平成９年７月 大阪国税局調査第一部 次長

― 

平成10年７月 神戸税務署長

平成11年７月 退官

平成11年８月 税理士業を開業（現）

平成15年６月 株式会社日阪製作所監査役に就任（現）

平成18年６月 当社監査役就任(現)

計 680



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

コーポレート・ガバナンスは、製薬会社として心身ともに健康な長寿社会に貢献するとともに株主の

利益を重視した経営を行うためにも重要な要件であると考え、取締役制度及び監査役制度等の機能を十

分に発揮させる事により、適正なコーポレート・ガバナンスが実施できる体制を構築しております。 

  

  

(2) コーポレート・ガバナンス体制と実施の状況 

① 取締役会 

十分な議論のうえに迅速かつ柔軟に意思決定および経営判断できるよう必要最少人数での構成を基

本としており、現在は取締役６名で構成しております。 

取締役会は毎月１回を原則として開催し、業績の進捗についても議論し、方針を決定しておりま

す。 

  

② 監査役制度 

当社では、従来の監査役制度を継続しております。 

監査役は、取締役会に出席するとともに、定期的な業務監査等を実施することで積極的な情報収集

に努め、取締役の職務執行を十分に監視できる体制となっております。 

現在は監査役４名（うち社外監査役２名）で構成しております。 

  

③ 監査室 

当社では監査室を設置しており、随時必要な内部監査を実施しております。 

また、社内の重要な会議への出席により情報の収集を行うほか、監査役や会計監査人との連携・協

調を図ることにより、相互に監査の質を向上させるよう努めております。 

  

④ コンプライアンス委員会 

当社ではコンプライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンス・プログラム基準を作成

し、社内における推進体制も適正に構築しております。 

コンプライアンス委員会を必要に応じて開催するとともに、従業員に資料を配布するなど、社内に

おける推進活動にも取り組んでおります。 

  

  

(3) 社外取締役および社外監査役と当社との関係 

① 社外取締役 

当社には社外取締役はおりません。 

  

② 社外監査役 

当社には社外監査役が２名おりますが、当社との関係は次のとおりであります。 

 
  

  

(4) 会計監査の状況について 

当社は中央青山監査法人と監査契約を締結し、当期の監査証明に係る業務を執行した公認会計士の氏

名は白井弘、高橋和人であります。監査業務に係る補助者は、公認会計士が４名、会計士補が２名、そ

の他が２名であります。 

  

氏名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係

松本輝臣 なし 当社株主 なし なし

望月 明 なし なし なし なし



(5) 役員報酬及び監査報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以

下のとおりであります。 

① 役員報酬 

 
  

② 監査報酬 

 
  

取締役に対する報酬 ： 83,350千円（当社には社外取締役はおりません)

監査役に対する報酬 ： 14,340千円（うち、社外監査役分 4,800千円)

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 ： 13,000千円

上記以外の業務に基づく報酬はありません。



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、第119期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第119期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３

月31日まで)及び第120期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、中

央青山監査法人により監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
第119期

(平成17年３月31日)
第120期 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,240,164 6,456,573

 ２ 売掛金 3,176,908 3,230,953

 ３ 製品 96,553 145,652

 ４ 原材料 45,390 48,952

 ５ 仕掛品 94,501 92,447

 ６ 貯蔵品 25,904 16,713

 ７ 繰延税金資産 99,762 138,343

 ８ その他 11,358 9,881

   流動資産合計 9,790,544 54.1 10,139,518 51.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 3,320,835 3,320,535

    減価償却累計額 1,824,825 1,496,010 1,948,804 1,371,731

  (2) 構築物 101,288 101,353

    減価償却累計額 89,609 11,679 91,031 10,322

  (3) 機械装置 3,986,664 4,088,811

    減価償却累計額 3,082,301 904,362 3,196,690 892,120

  (4) 車両運搬具 7,070 7,070

    減価償却累計額 5,487 1,582 6,076 993

  (5) 工具器具備品 376,005 379,105

    減価償却累計額 315,491 60,514 326,503 52,602

  (6) 土地 3,267,118 3,246,969

  (7) 建設仮勘定 100,907 ―

    有形固定資産合計 5,842,175 (32.2) 5,574,740 (28.3)

 ２ 無形固定資産

  (1) 特許権 1,709 2,036

  (2) 商標権 9,097 8,024

  (3) ソフトウェア 6,450 5,483

  (4) その他 4,164 3,867

    無形固定資産合計 21,421 (0.1) 19,411 (0.0)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 2,427,578 3,900,198

  (2) 敷金 9,598 9,511

  (3) 会員権 1,800 1,800

  (4) その他 4,249 1,110

  (5) 貸倒引当金 △694 △694

    投資その他の資産合計 2,442,532 (13.4) 3,911,926 (19.9)

    固定資産合計 8,306,129 45.8 9,506,077 48.3

資産合計 18,096,673 100 19,645,596 100



 
  

第119期
(平成17年３月31日)

第120期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 22,929 13,340

 ２ 未払金 1,194,849 1,287,079

 ３ 未払法人税等 310,177 453,833

 ４ 預り金 7,022 8,465

 ５ 返品調整引当金 13,500 12,000

 ６ 販売促進引当金 48,000 50,000

 ７ 賞与引当金 132,002 174,938

   流動負債合計 1,728,481 (9.5) 1,999,657 (10.1)

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 1,238,714 1,623,424

 ２ 退職給付引当金 246,219 255,090

 ３ 役員退職慰労引当金 201,721 217,715

   固定負債合計 1,686,655 (9.3) 2,096,230 (10.6)

   負債合計 3,415,137 18.8 4,095,887 20.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 1,227,000 (6.8) 1,227,000 (6.2)

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 734,457 734,457

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 ― ― 126 126

   資本剰余金合計 734,457 (4.0) 734,584 (3.7)

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 126,750 126,750

 ２ 任意積立金

  (1) 退職慰労準備積立金 62,500 62,500

  (2) 従業員退職基金 30,000 30,000

  (3) 配当準備積立金 210,000 210,000

  (4) 固定資産圧縮積立金 1,063,272 1,060,837

  (5) 別途積立金 9,490,000 9,890,000

 ３ 当期未処分利益 1,055,680 1,216,174

   利益剰余金合計 12,038,203 (66.5) 12,596,262 (64.1)

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,098,849 (6.0) 1,672,640 (8.5)

Ⅴ 自己株式 ※２ △416,973 (△2.3) △680,779 (△3.4)

   資本合計 14,681,536 81.1 15,549,708 79.2

負債・資本合計 18,096,673 100 19,645,596 100



② 【損益計算書】 

  
第119期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 7,068,644 100 7,298,055 100

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首棚卸高 176,476 96,553

 ２ 当期製品製造原価 ※２ 2,057,270 2,215,750

合計 2,233,747 2,312,304

 ３ 他勘定振替高 ※１ 12,201 13,069

 ４ 製品期末棚卸高 96,553 2,124,991 145,652 2,153,582

   売上総利益 4,943,653 5,144,472

   返品調整引当金繰入差額 ― 1,500

   差引売上総利益 4,943,653 69.9 5,145,972 70.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売促進費 216,671 234,057

 ２ 販売促進引当金繰入額 48,000 50,000

 ３ 発送配達費 23,799 26,988

 ４ 宣伝広告費 2,337,818 2,455,988

 ５ 給与・手当 378,922 364,363

 ６ 賞与引当金繰入額 55,177 69,155

 ７ 退職給付費用 8,850 7,760

 ８ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

12,183 15,993

 ９ 福利厚生費 47,700 51,717

 10 事務費 72,199 62,882

 11 減価償却費 26,522 24,086

 12 研究開発費 ※２ 127,008 118,893

 13 事業所税 1,711 1,683

 14 その他 96,859 3,453,425 48.8 95,083 3,578,654 49.0

   営業利益 1,490,227 21.0 1,567,318 21.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 455 296

 ２ 有価証券利息 6 426

 ３ 受取配当金 34,759 39,019

 ４ 受取賃貸料 5,602 5,570

 ５ 雑収入 2,386 43,210 0.6 6,881 52,194 0.7



 
  

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 寄附金 1,269 7,632

 ２ 原材料廃棄損 353 2,830

 ３ 固定資産除却損 2,483 11,117

 ４ 雑損失 2,769 6,875 0.0 3,012 24,591 0.3

   経常利益 1,526,562 21.5 1,594,921 21.9

Ⅵ 特別利益

   土地売却益 ― ― ― 72,722 72,722 1.0

   税引前当期純利益 1,526,562 21.5 1,667,643 22.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

597,000 742,000

   法人税等調整額 19,173 616,173 8.7 △52,607 689,392 9.4

   当期純利益 910,388 12.8 978,250 13.4

   前期繰越利益 312,024 413,499

   中間配当額 166,732 175,575

   当期未処分利益 1,055,680 1,216,174



製造原価明細書 

  

   

 
  

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 原材料費 730,149 35.3 800,880 36.2

Ⅱ 労務費 488,193 23.6 531,899 24.0

Ⅲ 経費

 １ 減価償却費 455,919 421,233

 ２ その他 393,119 849,038 41.0 459,682 880,915 39.8

   当期総製造費用 2,067,381 100 2,213,696 100

   期首仕掛品棚卸高 84,390 94,501

    合計 2,151,772 2,308,198

   期末仕掛品棚卸高 94,501 92,447

   当期製品製造原価 2,057,270 2,215,750

(注) 第119期 第120期

１ 原価計算の方法：総合原価計算であります。 １ 原価計算の方法：同左

２ 原価に算入した引当金は、賞与引当金66,661千

円、退職給付引当金11,574千円であります。

２ 原価に算入した引当金は、賞与引当金92,396千

円、退職給付引当金12,406千円であります。



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益 1,526,562 1,667,643

 ２ 減価償却費 508,103 464,201

 ３ 返品調整引当金の減少額 ― △1,500

 ４ 販売促進引当金の増加額 9,000 2,000

 ５ 賞与引当金の増加額（△減少額） △8,599 42,935

 ６ 退職給付引当金の増加額(△減少額) △29,836 8,870

 ７ 役員退職慰労引当金の増加額 8,115 15,993

 ８ 受取利息及び受取配当金 △35,221 △39,742

 ９ 受取賃貸料 △5,602 △5,570

 10 土地売却益 ― △72,722

 11 固定資産除却損 2,483 11,146

 12 役員賞与支払額 △53,000 △55,000

 13 売上債権の増加額 △140,680 △54,044

 14 たな卸資産の減少額（△増加額） 62,788 △41,416

 15 仕入債務の減少額 △1,303 △9,588

 16 未払金の増加額 137,532 121,661

 17 未払消費税等の減少額 △16,631 △19,768

 18 その他 15,975 12,715

    小計 1,979,684 2,047,816

 19 利息及び配当金の受取額 32,706 37,078

 20 賃貸料の受取額 5,602 5,570

 21 法人税等の支払額 △612,450 △606,563

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,405,543 1,483,902

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △2,720,000 △1,600,000

 ２ 定期預金の払戻による収入 2,620,000 1,920,000

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △202,823 △230,843

 ４ 有形固定資産の売却による収入 ― 92,870

 ５ 無形固定資産の取得による支出 ― △3,485

 ６ 投資有価証券の取得による支出 ― △500,115

 ７ 投資有価証券の償還による収入 43,000 ―

 ８ その他 3,431 3,225

   投資活動によるキャッシュ・フロー △256,391 △318,347

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 自己株式の取得による支出 △169,788 △264,862

 ２ 自己株式の売却による収入 ― 578

 ３ 配当金の支払額 △351,312 △364,862

   財務活動によるキャッシュ・フロー △521,101 △629,146

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 628,050 536,408

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 4,392,113 5,020,164

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,020,164 5,556,573



④ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

第119期 第120期

平成17年６月29日 平成18年６月29日

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,055,680 1,216,174

Ⅱ 任意積立金取崩額

   固定資産圧縮積立金 
   取崩額

2,434 2,434 2,325 2,325

合計 1,058,115 1,218,499

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 189,616 198,885

 ２ 役員賞与金 55,000 55,000

    (うち監査役分) (5,000) (5,000)

 ３ 任意積立金

    別途積立金 400,000 644,616 400,000 653,885

Ⅳ 次期繰越利益 413,499 564,614



重要な会計方針 

  
第119期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

   ――――――

   その他有価証券

    ・時価のあるもの

      決算末日の市場価格に基づく時価法

      (評価差額は全部資本直入法により処理   

 し、売却原価は移動平均法により算定)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

   満期保有目的の債券

    償却原価法（定額法）

   その他有価証券

    ・時価のあるもの

      決算末日の市場価格等に基づく時価法

      (評価差額は全部資本直入法により処理 

 し、売却原価は移動平均法により算定)

    ・時価のないもの 

      移動平均法による原価法

    ・時価のないもの 

      同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   製品・仕掛品…総平均法による原価法 

   原材料…移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   製品・仕掛品…同左 

   原材料…同左

３ 固定資産の減価償却の方法

   有形固定資産…定率法

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。

建物および構築物 ３～50年

機械装置   ７年

工具器具備品 ２～20年

３ 固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産…同左

   無形固定資産…定額法

ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法。

   無形固定資産…同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    一般債権

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実

績率法により計上しております。

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    一般債権

     同左

    破産更生債権等

    個別に回収可能性を評価し、回収不能見込額を

計上しております。

    破産更生債権等

     同左

 (2) 返品調整引当金

    返品による損失に備えるため、法人税法の規定

に基づく限度相当額を計上しております。

 (2) 返品調整引当金

     同左

 (3) 販売促進引当金

    販売した製品について実施した販売奨励策に伴

う販売促進費の支出に備えるため、小売店への

納入額に対し過去の支払実績率を乗じた額を計

上しております。

 (3) 販売促進引当金

     同左



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (4) 賞与引当金

    従業員に対する賞与の支給にあてるためのもの

であり、支給見込額基準により計上しておりま

す。

 (4) 賞与引当金

     同左

 (5) 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務に基づき計上しております。

 (5) 退職給付引当金

     同左

 (6) 役員退職慰労引当金

    役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

 (6) 役員退職慰労引当金

     同左

５ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金・随時引出し可能な預金

からなっております。

５ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

     同左

６ その他財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

６ その他財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

     同左

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

第119期 
(平成17年３月31日)

第120期
(平成18年３月31日)

※１ 授権株数は普通株式30,000,000株、発行済株式総

数は普通株式12,154,000株であります。

※１ 授権株数は普通株式30,000,000株、発行済株式総

数は普通株式12,154,000株であります。

※２ 自己株式

   当社が保有する自己株式の数は普通株式302,991

株であります。

※２ 自己株式

   当社が保有する自己株式の数は普通株式454,846

株であります。

 ３ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

1,098,849千円であります。

 ３ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

1,672,640千円であります。

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 ※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

 

販売費及び一般管理費(販売促進費) 12,201千円

 

販売費及び一般管理費(販売促進費) 11,597千円

営業外費用(仕掛品廃棄損) 1,472千円

合計 13,069千円

 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に 

含まれる研究開発費 127,008千円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に 

含まれる研究開発費 118,893千円

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に 

 掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,240,164千円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△1,220,000千円

現金及び現金同等物 5,020,164千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に  

 掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,456,573千円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△900,000千円

現金及び現金同等物 5,556,573千円

２ 重要な非資金取引の内容 

   該当事項はありません。

２ 重要な非資金取引の内容 

   同左

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年以内 1,680千円

１年超 ―

合計 1,680千円

 該当事項はありません。



(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当該株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に、回復する見込みのない

ほど著しい下落があったものとみなして、減損処理を適用することとしております。 

  

(2) 時価のない主な有価証券 

  

 
  

区分 種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 563,477 2,425,933 1,862,456

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 563,477 2,425,933 1,862,456

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 563,477 2,425,933 1,862,456

区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,645



当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

 
(2) その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 当該株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に、回復する見込みのない

ほど著しい下落があったものとみなして、減損処理を適用することとしております。 

  

(3) 時価のない主な有価証券 
  

 
  

(4) その他有価証券のうち満期のあるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

区分 種類
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

時価が貸借対照表計上額を

超えるもの
国債 ― ― ―

時価が貸借対照表計上額を

超えないもの
国債 500,091 497,640 △2,451

合計 500,091 497,640 △2,451

区分 種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 563,477 3,398,461 2,834,984

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 563,477 3,398,461 2,834,984

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 563,477 3,398,461 2,834,984

区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 1,645

区分
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

債券

(1) 国債 ― 500,000 ― ―

(2) その他 ― ― ― ―

小計 ― 500,000 ― ―

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

デリバティブ取引を全く行なっておりませんので該当事

項はありません。
同左



(退職給付関係) 

  

 
  

(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

 
  

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用

しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用

しております。

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 246,219千円

退職給付引当金 246,219千円

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 255,090千円

退職給付引当金 255,090千円

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 35,741千円

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 24,934千円

４ 退職給付債務の計算基礎

  簡便法のうち、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を採用しております。

４ 退職給付債務の計算基礎

  簡便法のうち、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を採用しております。

第119期 
(平成17年３月31日)

第120期
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

未払事業税否認 19,590千円

賞与引当金損金算入限度超過額 54,121千円

退職給付引当金損金算入限度 
超過額

98,992千円

役員退職慰労引当金否認 82,705千円

投資有価証券評価損否認 77,743千円

販売促進引当金否認 19,680千円

その他 9,014千円

繰延税金資産合計 361,847千円  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

未払事業税否認 35,170千円

賞与引当金否認 71,724千円

退職給付引当金否認 104,587千円

役員退職慰労引当金否認 89,263千円

投資有価証券評価損否認 77,743千円

販売促進引当金否認 20,500千円

その他 13,849千円

繰延税金資産合計 412,838千円

 

繰延税金負債

建物圧縮積立金 △35,909千円

土地圧縮積立金 △701,282千円

有価証券評価差額 △763,607千円

繰延税金負債合計 △1,500,799千円

繰延税金資産純額 △1,138,952千円

繰延税金負債

建物圧縮積立金 △34,293千円

土地圧縮積立金 △701,282千円

有価証券評価差額 △1,162,343千円

繰延税金負債合計 △1,897,920千円

繰延税金資産純額 △1,485,081千円

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 関連会社がありませんので、該当事項はありません。



【関連当事者との取引】 

第119期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品の販売については、同社からの注文により納品し、価格等については、売買契約書において 

決めております。 

(注) 取引金額については、消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

  

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

  

３ 子会社等 

該当事項はありません。 

  

４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 

  

  

第120期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) 取引金額については、消費税等を含んでおらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品の販売については、同社からの注文により納品し、価格等については、売買契約書において 

決めております。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

  

３ 子会社等 

該当事項はありません。 

  

４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 

  

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

法人 
主要株主

武田薬品工業 
株式会社

大阪市 
中央区

63,540,977
医薬品等の
製造・売買

(直接被所有)
10.29

なし
当社製品の
一手販売

医薬品等の
販売

6,917,991 売掛金 3,145,946

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

法人 
主要株主

武田薬品工業 
株式会社

大阪市 
中央区

63,540,977
医薬品等の
製造・売買

(直接被所有)
10.42

なし
当社製品の
一手販売

医薬品等の
販売

7,165,033 売掛金 3,201,562



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１株当たり純資産額 1,234円20銭 １株当たり純資産額 1,324円43銭
 

１株当たり当期純利益金額 71円86銭 １株当たり当期純利益金額 78円54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益(千円) 910,388 978,250

普通株主に帰属しない金額(千円) 
(うち利益処分による役員賞与金)

55,000
(55,000)

55,000
(55,000)

普通株式に係る当期純利益(千円) 855,388 923,250

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,903 11,755

第119期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第120期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 同左



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
(注）１ (株)メディセオホールディングスは、平成17年10月１日付で(株)パルタックと経営統合し、(株)メディ 

セオ・パルタックホールディングスに商号変更しております。 

２ (株)三菱東京フィナンシャルグループは、平成17年10月1日付で(株)ＵＦＪホールディングスと合併し、 

(株)三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループに商号変更しております。 

  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

その他有価証券

武田薬品工業㈱ 300,000 2,013,000

㈱三井住友 
フィナンシャルグループ

248.31 322,803

㈱りそなホールディングス 574.34 232,607

㈱メディセオ・パルタック 
ホールディングス

111,760 212,791

関西電力㈱ 80,085 209,422

㈱三菱ＵＦＪ 
フィナンシャル・グループ

78.90 142,020

三井トラスト・ 
ホールディングス㈱

42,542 73,214

大阪瓦斯㈱ 156,623 67,034

㈱日興コーディアルグループ 25,086 48,917

東京瓦斯㈱ 66,809 34,406

東京電力㈱ 6,245 18,329

その他６銘柄 54,903 25,560

計 844,954.55 3,400,106

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

満期保有目的の債券

利付国庫債券（２年） 235回 200,000 199,961

利付国庫債券（２年） 236回 100,000 100,057

利付国庫債券（２年） 238回 200,000 200,072

計 500,000 500,091



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注）１ 当期増加額のうち主なものは以下のとおりであります。 

 
２ 当期減少額のうち主なものは以下のとおりであります。 

 
  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

建物 3,320,835 316 615 3,320,535 1,948,804 124,441 1,371,731

構築物 101,288 650 585 101,353 91,031 1,977 10,322

機械装置 3,986,664 311,628 209,481 4,088,811 3,196,690 313,396 892,120

車両運搬具 7,070 ― ― 7,070 6,076 589 993

工具器具備品 376,005 9,918 6,819 379,105 326,503 17,341 52,602

土地 3,267,118 ― 20,148 3,246,969 ― ― 3,246,969

建設仮勘定 100,907 97,951 198,858 ― ― ― ―

有形固定資産計 11,159,890 420,464 436,508 11,143,846 5,569,105 457,745 5,574,740

無形固定資産

特許権 3,294 824 ― 4,118 2,082 497 2,036

商標権 13,151 257 ― 13,408 5,384 1,330 8,024

ソフトウェア 31,087 3,364 ― 34,451 28,967 4,330 5,483

水道施設利用権 4,425 ― ― 4,500 2,994 297 1,505

電話加入権 2,361 ― ― 2,361 ― ― 2,361

無形固定資産計 54,320 4,445 ― 58,840 39,429 6,455 19,411

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

  機械装置 カートニングマシン(Ｓ錠) 143,633千円

ラインケーサー(Ｓ錠) 57,300千円

ラベリングマシン(Ｓ錠) 47,500千円

パッキンキャッパー機 24,580千円

全自動反転式エアクリーナ 21,134千円

  機械装置 ライン用自動詰機 64,000千円

カートニングマシン 40,500千円

ラベリングマシン 36,300千円

カートナー・ロボットケーサ／パレタイザ部品 26,390千円

自動上包装機 16,360千円

新ビオフェルミンＳ細粒カートニング装置 14,500千円

  土地 関東工場用地売却 20,148千円



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式は、454,846株であります。 

２ その他資本剰余金の当期増加額は、自己株式処分差益の発生によるものであります。 

３ 任意積立金の当期増加額および当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 返品調整引当金の当期減少額(その他)は、税法の規定に基づく洗替えによるものであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (注)１ (千円) 1,227,000 ― ― 1,227,000

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 
(注)１

(株) (12,154,000) (―) (―) (12,154,000)

普通株式 (千円) 1,227,000 ― ― 1,227,000

計 (株) (12,154,000) (―) (―) (12,154,000)

計 (千円) 1,227,000 ― ― 1,227,000

資本準備金及び 
その他資本剰余金

資本準備金 (千円) 734,457 ― ― 734,457

その他資本剰余金
(注)２

(千円) ― 126 ― 126

計 (千円) 734,457 126 ― 734,584

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (千円) 126,750 ― ― 126,750

任意積立金 (注)３

退職慰労準備 
積立金

(千円) 62,500 ― ― 62,500

従業員退職基金 (千円) 30,000 ― ― 30,000

配当準備積立金 (千円) 210,000 ― ― 210,000

固定資産圧縮 
積立金

(千円) 1,063,272 ― 2,434 1,060,837

別途積立金 (千円) 9,490,000 400,000 ― 9,890,000

計 (千円) 10,982,522 400,000 2,434 11,380,087

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 694 ― ― ― 694

返品調整引当金 13,500 12,000 ― 13,500 12,000

販売促進引当金 48,000 50,000 48,000 ― 50,000

賞与引当金 132,002 174,938 132,002 ― 174,938

役員退職慰労引当金 201,721 15,993 ― ― 217,715



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 売掛金 

(イ)相手先内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

種類 金額(千円)

現金 1,268

預金

当座預金 861,443

普通預金 2,557,061

通知預金 2,136,800

定期預金 900,000

合計 6,456,573

相手先名 金額(千円)

武田薬品工業㈱ 3,201,562

武田キリン食品㈱ 19,209

シェリングプラウ・アニマルヘルス㈱ 10,180

合計 3,230,953

前期繰越高 
(千円) 
(Ａ)

当期発生高 
(千円) 
(Ｂ)

当期回収高 
(千円) 
(Ｃ)

次期繰越高 
(千円) 
(Ｄ)

回収並びに滞留状況

回収率
(％)

＝
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間 
(ヶ月)

＝(Ｄ)÷
(Ｂ)
12

3,176,908 7,662,958 7,608,913 3,230,953 70.1 5.0



③ 製品 
  

 
  
④ 原材料 

  

 
  
⑤ 仕掛品 

  

 
  
⑥ 貯蔵品 

  

 
  
⑦ 買掛金 

  

 
  
⑧ 未払金 

  

 
  
⑨ 繰延税金負債 

「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 注記事項(税効果会計関係)」に記載のとおりであります。

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

摘要 金額(千円) 摘要 金額(千円)

新ビオフェルミンS 47,856 ビオフェルミン下痢止め 5,548

ビオフェルミン 30,007 動物用ビオフェルミン 4,361

ビオフェルミンR 19,742 ビオフェルミン止瀉薬 3,672

ビオフェルミン錠剤 12,417 ビオフェルミンＶＣ 3,094

ビオフェルミン 
健胃消化薬錠

8,854 ビオスミン 1,770

ビオピコ錠 7,979 乳酸菌バルク 346

合計 145,652

摘要 金額(千円) 摘要 金額(千円)

原料 19,728 包装・梱包材料 29,223

合計 48,952

摘要 金額(千円) 摘要 金額(千円)

乳酸菌原末 58,843 その他 33,604

合計 92,447

摘要 金額(千円) 摘要 金額(千円)

製造機械部品 12,987 その他 3,726

合計 16,713

相手先 金額(千円) 相手先 金額(千円)

武田薬品工業㈱ 3,138 商業印刷紙器㈱ 1,794

大和特殊硝子㈱ 2,447 國田紙器工業㈱ 1,215

久金属工業㈱ 2,365 その他 463

松谷化学工業㈱ 1,916

合計 13,340

摘要 金額(千円) 摘要 金額(千円)

宣伝広告費 1,196,166 設備関係未払金 1,192

消費税等の未納付額 12,785 その他 68,715

事業所税の未納付額 8,219

合計 1,287,079



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 会社法第440条第４項の規定により、決算公告は行いません。 

  

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、500株券、100株券、100株未満を表示する株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

取扱場所
〒541-8583 大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部

株主名簿管理人 株式会社だいこう証券ビジネス

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき150円(併合を除く)

株券喪失登録

株券登録申請料 １件につき10,000円

株券登録料 １枚増すごとに500円

新株券交付手数料 印刷税相当額

単元未満株式の買取・ 
買増

取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社

買取・買増手数料 無料

買増請求の受付停止 
期間

毎年３月31日から起算して12営業日前から３月31日までの間および９月30日から起算
して12営業日前から９月30日までの間

公告掲載方法 日本経済新聞 (注)

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

   

 
平成17年４月１日、平成17年５月９日、平成17年６月１日、平成17年７月１日、 
平成17年８月１日、平成17年９月２日、平成17年10月３日、平成17年11月１日、 
平成17年12月５日、平成18年１月６日、平成18年２月１日、平成18年３月１日、 
平成18年４月３日、平成18年５月８日、平成18年６月１日、近畿財務局長に提出 

  

 
  

  

(1) 
 
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第119期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
近畿財務局長に提出

  
(2)
  
自己株券買付状況報告書

(3) 半期報告書 (第120期中)
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

平成17年12月21日 
近畿財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

ビオフェルミン製薬株式会社 

取 締 役 会    御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているビオフェルミン製薬

株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１１９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ビオフェルミン製薬

株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 井   弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 和 人 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

ビオフェルミン製薬株式会社 

取 締 役 会    御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているビオフェルミン製薬

株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１２０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ビオフェルミン製薬

株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 井   弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 和 人 
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